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第４章  エネルギー･セクターの動向と展望 
 
はじめに 






















いるということでもある。実際、1997 年末から 98 年末にかけての国際油価の低迷と、石油輸
出国機構（OPEC）での三度にわたる生産割当量の削減合意（計 37.3 万バーレル /日）による
石油収入の大幅な減少は、ナイジェリア経済に深刻な影響を与え、歳入算出の根拠となる国際








 1999年 1 月現在のナイジェリアの原油確認埋蔵量は 225 億バーレルである。また、99 年 5
月現在、OPEC 加盟国であるナイジェリアの生産上限枠は 188.5 万バーレル /日であるが、実
  
際の原油生産量は 203 万バーレル /日であり、OPEC 生産上限枠超過生産国である。年間原油




産量の 70%前後を占めている。98 年 12 月には、$9.75/バーレルまで暴落したボニーライトの
スポット価格も、99 年 9 月には$23.15/バーレルにまで回復している。  
 他方、天然ガスの確認埋蔵量は 98 年末現在で 124 兆立方フィートであり、世界第 9 位、ア
フリカ第 2 位の天然ガス資源保有国である 2。しかしながら、98 年の天然ガス生産量は
1931.854.7 億立方フィートメートルであり、その埋蔵量に比して  天然ガスの開発が著しく遅
後れている 3。生産量の大部分が焼却処分されており、残りがナイジェリア電力会社の各火力
発電所、ナイジェリア国営肥料会社、石油化学会社等に供給されている。ナイジェリアの国内
エネルギー消費に占める天然ガスの比率は石炭換算 /トンで 51.0%（96 年推定値）であり、11
年前の 20.2%と比較すると実に 2.5 倍にまで増加しているが、総生産量を国内で消費するには
限界があり、世界市場への天然ガス輸出が重要な課題となっている。  
 













と（PS 方式は JV 方式のような NNPC の財政問題に制約されない契約方式）、⑦西アフリカ
沿岸部の比較的優位な気象・海洋条件、等があげられる。  
 主要石油企業は、92 年に West African Deepwater Operators (WADO)を組織し、水深
1,500m までの油田開発技術、機器の技術開発等で協力を行ってきた。また、1998 年から 3 年
間の予定で WADOⅡを組織し、水深 1,500m から 3,000m までの情報交換他、コスト削減等の
協力を行っている 4。更に、Shell が今後 5 年間に 85 億ドルの資金を投じる「大規模総合投資
計画」を発表し、同地域における石油資源開発に本腰を入れているが、これはサハラ以南アフ
リカにおいてかつてない最大規模の投資計画であるといわれている 5。  
 このような大水深地域における油田開発プロジェクトの代表的事例としてあげられるもの








表１ 石油産業・開発プロジェクト（～99 年 3 月）  
 







1,275 96年  4月 
N'golo OPL21
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1,433 Famfa oil/Texaco ～1,000 99年  1月 
Ukot OPL22
2 
752 Elf 250～ 99年  1月 
Nnwa OPL21
8 
1,283 Statoil 250～ 99 年 3 月 












 ナイジェリアにおける天然ガス開発プロジェクトの代表的事例として Escravos Gas 
Project(EGP)、Nigeria Liquefied Natural Gas Project(NLNG)、West African Gas Pipeline 
Project(WAGP)などがあげられる。  
 EGP は、ナイジェリアで初の LPG 商業輸出となった象徴的なプロジェクトであり、NNPC
が 60%、Chevron が 40%のシェアを持つ合弁事業方式で運営されている。EGP Ⅰは、6 年間
で 5.7 億ドルが費やされ、Okan & Mefa 鉱区から産出される 16.5億立法フィート／日の随伴
ガスを LPG として輸出するものであり、EGPⅡも、99 年末に完工予定である。  
  
 また、その規模の大きさから最も注目を集めているのが NLNG Projectである。南東部リバ
ーズリバース州に位置するボニー島に天然ガス液化・積出施設を建設、パイプラインを敷設し、
2,524 億立方フィート／年の LNG 製造を行うものであり、NNPC(49%)、Shell(25.6%)、
Elf(15%)、Agip(10.4%)のシェアで運営されている。また、概要としては①総費用 37 億ドル、
②液化施設への天然ガス供給は Shell（53.33％）、Agip（23.33%）、Elf（23.33%）が行うこ
と、③22.5 年にわたる長期契約先として、ENEL 社(49%：イタリア),Enagas 社(22%：スペ
イン),Botas 社(17%：トルコ)、Gaz de France(7%：フランス)、Transgas 社(5%：ポルトガ
ル)が契約、となっており、99 年 10 月より供給開始の予定となっている。99 年に合意された
NLNGⅢは 1,306 億立方フィート／年の生産能力の予定となっており（2002年第 4 四半期）、
これにより NLNG の総生産能力は 3,830 億立方フィート／年に増加する予定である。NLNG
Ⅲの契約先として Enagas(70%)が 21 年の長期契約、Transgas が 353 億立法フィート／年を









クト総額は約 4 億ドル、2002 年に完成する同パイプラインでは 1.8 億立方フィート／日の天
然ガスを 20 年にわたって供給する予定となっている。また、同プロジェクトの実施により約
８8 万人の雇用創出が見込まれる他、環境面では４4 カ国で 20 年間で１1 億トンに相当する温
室効果ガスの抑制にも有効であり、経済的にもプロジェクト自体の費用に加えて発電所建設や






















石油開発に悪影響を及ぼしている。特に 1993 年以降、政府の NNPC への予算配分は不足して
おり、98 年には JV 資金支出の 57%にあたる 35 億ドルが必要とされていたが、予算はそれよ










 ナイジェリアには、現在 4 つの製油所があり、その合計精製能力は 43,875万バーレル /日で
ある。国内消費は約 30 万バーレル /日であるので全製油所がフル稼働した場合、国内消費分を
除いた約 15 万バーレル /日分の石油製品が輸出可能となるはずである。1989 年に完工したポ
ートハーコート（以下 PHC, Port Harcourt）第二製油所は、本来石油製品生産に輸出余力を
持たせるために建設されもたのである。しかしながら、各製油所は NNPC の財政的制約のた
めに十分なメンテナンスが行われておらず、火災、設備の老朽化、経営・運営能力の低さと相
俟って、実質稼働率は 50%の 22.5万バーレル /日にまで落ち込んだ（表２参照）。8.69 億ドル




万バーレル /日、年間約４4 億ドル相当の原油が石油製品輸入のために充てられている。  
 
  







  1965             0            60   0 
Warri    1978            36           110   33 
Kaduna    1981            40           125   32 
Portharcourt 
2 
   1989           103           150   69 
TOTAL            179           445   40 
出所) Nigeria Economic Summit Group, Effective Management of the Downstream Petroleum 





ソリン代金 11 ナイラ /リットルのうち、7.7 ナイラ /リットルが政府の取り分となり、残る 3.3
ナイラ /リットルのみが石油産業に配分、そのうち、1.3 ナイラ /リットルが業者（ディーラー：
0.19 ナイラ /リットル、流通業者：0.45 ナイラ /リットル、販売業者：0.66 ナイラ /リットル）
に配分され、NNPC が回収できるのはわずか 2.0 ナイラ /リットルにすぎなかった。NNPC 及
び業者が生産・流通・販売に費やすコストを回収できる消費者価格は 18.6 ナイラ /リットルで













  石油信託基金（PTF）N5.3/㍑ 
 政府 N7.7/㍑   




 消費者価格 N11/㍑   ＮＮＰＣ      N2.0/㍑               
             （-N4.2/㍑）       （-N7.6/㍑） 
  産業 N3.3/㍑   流通業者 N0.45/㍑  
   
  各業者   販売業者 N0.66/㍑ 




出所) African Development Consulting Group, The Nigerian Oil Industry-1998/1999 
edition, Lagos, African Development Consulting Group,1999, pp106-7                  
  
表３  近隣諸国とのガソリン価格比較  
 
国名 ガソリン価格（ﾄﾞﾙ/㍑） 
ナイジェリア          0.13 
カメルーン          0.51 
ベニン          0.80 
チャド          0.75 
トーゴ          0.94 
ガーナ          0.49 
コートジボアール          0.99 
ニジェール          0.94 
出所 ) Nigeria Economic Summit Group, Effective Management of the Downstream 











年 1 月）、ポート・ハーコート（PHC）製油所を Shell 社に（98 年 9 月）、ワリ（Warri）製
油所を Ramboil, Dietsman Comerint, Litwin 各社に（99 年 5 月）、それぞれ発注した。次に、

























領に就任したのと同じ 5 月 29 日に、NNPC のマーケティング・マネージャーであった J.G.





ている 9。  
 また、政権は石油資源大臣を任命しないかわりに、石油・エネルギー問題担当大統領特別補
佐官として OPEC の前事務局長であり、かつての石油資源大臣でもあるルクマン氏を任命した。 
 オバサンジョ大統領は、99 年度補正予算案演説でエネルギー・セクターの開発を重視する
方針を明らかにした。  
 上流部門においては、任期内に原油の確認埋蔵量を 300 億バーレルへと増加させるとともに、








処分を更に規制するために、現行のペナルティーを２2 倍に引き上げる方針を固めている。  
 下流部門においても、NNPC 改革の他に、４4 製油所の保守・整備を着実に実施し、石油製
品輸入に関する規制の緩和を行うなど、国内エネルギー需給を均衡させるための政策を講じて
いる。また、各製油所の民営化についても、実施の意志を表明している。  












































（林 正樹）  
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